
◆近年、⺠間が主体となって、賑わいの創出、公共空間の活⽤等を通じてエリアの価値を向上させるためのエリアマネ
ジメント活動の取組が拡⼤。

◆他⽅、エリアマネジメント活動では、安定的な活動財源の確保が課題。特に、エリアマネジメント活動による利益を
享受しつつも活動に要する費⽤を負担しないフリーライダーの問題を解決することが必要。
（⺠間団体による⾃主的な取組であるため、⺠間団体がフリーライダーから強制的に徴収を⾏うことは困難）

◆このため、海外におけるＢＩＤの取組事例等を参考とし、３分の２以上の事業者の同意を要件として、市町村が、エ
リアマネジメント団体が実施する地域再⽣に資するエリアマネジメント活動に要する費⽤を、その受益の限度におい
て活動区域内の受益者（事業者）から徴収し、これをエリアマネジメント団体に交付する官⺠連携の制度（地域再⽣
エリアマネジメント負担⾦制度）を創設し、地域再⽣に資するエリアマネジメント活動の推進を図る。

※ＢＩＤ･･･Business Improvement District。⽶国・英国等において⾏われている、主に商業地域において地区内の事業者等が組織や資⾦調達等に
ついて定め、地区の発展を⽬指して必要な事業を⾏う仕組み。

来訪者等の増加により事業機会の拡⼤や収益性の向上を図り、地域再⽣を実現

※３分の１超の事業者の同意に基づく計画期間中
の計画の取消等についても、併せて規定
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【制度の概要】【地域再⽣に資するエリアマネジメント活動】
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地域の来訪者⼜は滞在者の利便の増進やその増加により経済効果の増進
を図り、地域における就業機会の創出や経済基盤の強化に資する活動

（例）


